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 有効求人倍率の推移（常用）
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  雇用管理の改善に取り組む事業主の皆さまを支援する３つの認定制度
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  企業の魅力向上や人材確保・定着に役立ちますので、ぜひご検討を！！

注１．新規学卒を除き、パートタイムを含む

注２．下段は対前年差

　ハローワーク稚内（稚内公共職業安定所　☎0162-34-1120 ）

次回（令和8年8月分）は10月2日（金）14時以降に公表の予定です

全 国
▲ 0.04▲ 0.04

1.09

 https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-hellowork/newpage_00082.html

雇用失業情報はホームページ（統計情報）でもご覧になることができます
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※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
    オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した
    就職件数等が含まれている。

区分 

 項目

  １ 一般職業紹介状況（常用）

7月 同月 4-7月 4-7月
当年 前年 当年度 前年度

1,063

621

570

2.10

1.35

1,539

6,865

2,090

3,237

9,244

2.17 2.35 ▲ 0.18

1.23 1.51 ▲ 0.28

146 174 ▲ 16.1

120 160 ▲ 25.0

494 508 ▲ 2.8

2,468 2,294 7.6

▲ 42.1

▲ 52.5

▲ 48.6

3,030 3,462 ▲ 12.5

245 321 ▲ 23.7

780 739 5.5

1,071 1,195 ▲ 10.4

0.41

▲ 0.17

▲ 10.9

3.4

▲ 4.7

1.1

▲ 8.2

Ａ 新規求職申込件数
(令和３年９月よりオンライン登録者を含む）

Ｂ 月間有効求職者数
(令和３年９月よりオンライン登録者を含む）

 雇用保険受給者数

Ｃ 新規求人数

Ｄ 月間有効求人数

Ｅ 紹介件数

Ｉ 月間有効求人倍率

82

548

181

Ｈ 新規求人倍率 3.04

1.49

3.45

1.32

92

530

190

280

790

76

40

37

283

725

44

19

19

Ｆ
就職件数
(令和３年９月よりオンライン紹介、
オンライン自主応募による就職を含む）

Ｇ
充足数
(令和３年９月よりオンライン紹介、
オンライン自主応募による充足を含む）

前年度計
前年比 前年比

※ 学卒を除き、常用パートタイムを含む

 管内の雇用失業情勢概要

＊令和8年7月の月間有効求人倍率は、1.32倍（前年同月1.49倍）と、前年同月

から0.17ポイント減少した。

＊新規求職申込件数は、82件（前年同月92件）と、前年同月から10.9％減少

した。

＊就職件数は、19件（前年同月40件）と、前年同月から52.5％減少した。

＊新規求人数は、283人（前年同月280人）と、前年同月から1.1％増加した。

産業別では、医療・福祉業で32人（82.1％）増加した。

一方、卸売業・小売業で20人（34.5％）、製造業で19人（38.8％）

減少した。
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区分 

前年比 前年比 前年比 同期比

32 6.7 50 ▲ 19.4 82 ▲ 10.9 494 ▲ 2.8 1,539

9 ▲ 18.2 16 14.3 25 0.0 134 ▲ 8.8 352

　１　在職者 11 37.5 11 ▲ 31.3 22 ▲ 8.3 104 2.0 502

　２　離職者 17 ▲ 15.0 33 ▲ 21.4 50 ▲ 19.4 355 ▲ 1.1 915

事業主都合離職者

5.9 0.9 45.5 26.5 32.0 17.5 36.3 2.9 31.1

16 ▲ 15.8 18 ▲ 45.5 34 ▲ 34.6 212 ▲ 3.6 584

0 - 0 - 0 - 4 ▲ 33.3 19

　３　無業者 4 100.0 6 50.0 10 66.7 35 ▲ 25.5 122

　

区分 当年 前年 　 当年度 前年度 　

7月 同月 前年比 4-7月 4-7月 同期比

4 3 33.3 32 23 39.1

1 0 - 5 0 - 

36 35 2.9 158 153 3.3

30 49 ▲ 38.8 86 137 ▲ 37.2

17 29 ▲ 41.4 50 88 ▲ 43.2

13 20 ▲ 35.0 36 49 ▲ 26.5

2 0 - 5 2 150.0

0 0 - 0 1 ▲ 100.0

20 23 ▲ 13.0 89 90 ▲ 1.1

38 58 ▲ 34.5 122 202 ▲ 39.6

1 2 ▲ 50.0 1 7 ▲ 85.7

3 0 - 8 4 100.0

6 1 500.0 16 11 45.5

8 7 14.3 42 37 13.5

10 2 400.0 26 12 116.7

5 3 66.7 11 5 120.0

71 39 82.1 253 275 ▲ 8.0

2 7 ▲ 71.4 18 25 ▲ 28.0

29 23 26.1 131 125 4.8

17 28 ▲ 39.3 68 86 ▲ 20.9

283 280 1.1 1,071 1,195 ▲ 10.4

２ 新規求職者の求職実態（常用）  

44歳以下 45歳以上 計 当年度4-7月
前年度計

 項目

　新規求職者数

うち雇用保険受給者

 ①雇用期間満了を含む
1 0.0 15 87.5 16

２に占める割合(％)

 ②自己都合離職者

77.8 129 7.5 285

D 建設業(06～08)

 ③自営等

※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず オンラ
イン上で求職登録した求職者数が含まれている

３ 新規求人数の産業別状況（常用）

 産業別

AB 農林漁業(01～04)

C 鉱業、砕石業、砂利採取業(05)

E 製造業(09～32)

 食料品製造業(09)

 その他の製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業(33～36)

G 情報通信業(37～41）

H 運輸、郵便業(42～49)

I 卸売業、小売業(50～61)

J 金融・保険業(62～67)

K 不動産業、物品賃貸業(68～70)

L 学術研究、専門・技術サービス業(71～74)

M 宿泊業、飲食サービス業(75～77)

N 生活関連サービス業、娯楽業(78～80)

O 教育、学習支援業(81,82)

P 医療、福祉(83～85)

Q 複合サービス業(86,87)

R サービス業（他に分類されないもの）(88～96)

ST 公務・その他(97,98,99)

計

注）学卒を除き、常用パートタイムを含む。
注）令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については
　　平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

Ｐ２ 



* *

* *

* *

* *

* *

* *

* *

* *

* *

* *

４ 新規求職・求人・月間有効求職・求人の推移（常用）

項目 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 有効求人倍率 有効求人倍率

前年差 全道 前年差 全国 前年差前年差 　 前年差 　 前年差 稚内 年度 　 前年比 　　　 前年比 　

12.0 1.14平成28年度 2,123 ▲ 11.3 3,567 9.9 1.68

1.26平成29年度 2,199 3.6 3,954 10.8

0.32 703 ▲ 9.8 799

1.80 0.12 704 0.2 887 11.0

0.22 1.04 0.08 1.25 0.14

0.12

1.19 0.02 1.41 ▲ 0.05

0.12 1.17 0.06 1.46 0.08

0.18

1.11 0.07 1.38 0.13

8.5 1.38平成30年度 2,038 ▲ 7.3 4,251 7.5 2.09

1.562.01 ▲ 0.08 662 ▲ 5.1 1,031 7.1平成31年度 2,190 7.5 4,402 3.6

0.29 698 ▲ 0.9 963

▲ 16.1 1.41令和2年度 1,600 ▲ 26.9 3,721 ▲ 15.5 2.33

1.63令和3年度 1,618 1.1 4,112 10.5

0.32 615 ▲ 7.1 865

2.54 0.22 591 ▲ 4.0 960 11.0

▲ 0.15 0.96 ▲ 0.23 1.01 ▲ 0.40

0.22

1.00 ▲ 0.09 1.17 ▲ 0.02

0.14 1.09 0.11 1.19 0.14

0.16

0.98 0.02 1.05 0.04

0.19 648 9.7 1,149 19.7 1.77令和4年度 1,781 10.1 4,866 18.3 2.73

▲ 0.16 0.94 ▲ 0.06 1.14 ▲ 0.03

0.18

令和5年度 1,463 ▲ 17.9 4,523 ▲ 7.0 1.933.09 0.36 563 ▲ 13.2 1,085 ▲ 5.6

0.91 ▲ 0.06 1.08 ▲ 0.051.87 ▲ 0.03 ▲ 14.7 ▲ 4.8619 1,090

▲ 13.5 1.77令和6年度 1,369 ▲ 6.4 3,811 ▲ 15.7 2.78

1.764月 193 ▲ 1.5 360 ▲ 3.2

▲ 0.31 530 ▲ 5.8 939

6月 109 13.5 320 ▲ 10.4

0.98 ▲ 8.4 ▲ 1.6 1.89566 1,0675月 93 ▲ 25.0 376 ▲ 1.1 4.04

1.842.94 ▲ 0.78 ▲ 3.7 ▲ 3.8549 1,010

0.14 0.89 ▲ 0.06 1.05 ▲ 0.05

-

0.94 ▲ 0.07 1.13 ▲ 0.04

0.10 0.93 ▲ 0.07 1.11 ▲ 0.04

▲ 0.02

0.88 ▲ 0.09 1.06 ▲ 0.06

8月 76 ▲ 12.6 300 ▲ 19.6

▲ 0.11 ▲ 6.1 ▲ 1.1 1.96509 9997月 109 10.1 335 6.3 3.07

1.863.95 ▲ 0.34 ▲ 7.1 ▲ 7.9500 930

10月 101 13.5 311 ▲ 12.1

▲ 0.92 ▲ 6.5 ▲ 14.7 1.80500 9009月 96 ▲ 2.0 291 ▲ 24.8 3.03

1.713.08 ▲ 0.90 ▲ 2.9 ▲ 18.0509 872

▲ 0.17 0.97 ▲ 0.04 1.14 ▲ 0.04

▲ 0.32

1.01 ▲ 0.03 1.22 ▲ 0.01

▲ 0.34 0.99 ▲ 0.05 1.18 ▲ 0.02

▲ 0.69

0.97 ▲ 0.05 1.16 ▲ 0.03

12月 96 10.3 249 ▲ 30.8

▲ 0.55 ▲ 3.6 ▲ 19.4 1.76503 88311月 92 ▲ 8.9 306 ▲ 21.9 3.33

1.712.59 ▲ 1.55 9.5 ▲ 21.8495 847

2月 160 ▲ 21.6 366 ▲ 22.9

0.61 ▲ 2.2 ▲ 22.4 1.73482 8341月 95 ▲ 31.2 299 ▲ 14.8 3.15

1.662.29 ▲ 0.04 ▲ 10.0 ▲ 23.5541 898

▲ 0.45 0.95 ▲ 0.05 1.20 ▲ 0.01

▲ 0.29

0.91 ▲ 0.03 1.10 ▲ 0.04

▲ 0.26 0.97 ▲ 0.02 1.16 ▲ 0.01

▲ 0.42

0.96 ▲ 0.04 1.19 ▲ 0.01

令和7年度 1,539 12.4 3,237 ▲ 15.1

▲ 0.83 ▲ 6.8 ▲ 20.2 1.60586 9353月 149 3.5 298 ▲ 26.8 2.00

1.352.10 ▲ 0.68 572 8.0 770 ▲ 17.9

5月 108 16.1 273 ▲ 27.4

▲ 0.02 ▲ 3.7 ▲ 14.6 1.56596 9314月 197 2.1 364 1.1 1.85

1.482.53 ▲ 1.51 2.3 ▲ 19.6579 858

▲ 0.20 0.90 ▲ 0.01 1.08 -

▲ 0.41

0.93 - 1.09 ▲ 0.02

▲ 0.34 0.89 0.01 1.05 ▲ 0.01

▲ 0.47

0.89 - 1.05 -

7月 92 ▲ 15.6 280 ▲ 16.4

▲ 0.44 7.3 ▲ 12.6 1.50589 8836月 111 1.8 278 ▲ 13.1 2.50

1.493.04 ▲ 0.03 4.1 ▲ 20.9530 790

▲ 1.87 5.4 ▲ 24.7 1.33527 7008月 91 19.7 189 ▲ 37.0 2.08

▲ 0.18 ▲ 1.2 ▲ 27.8494

▲ 25.8499 655

▲ 26.8 1.25509 638

650

▲ 0.811月 100 8.7 216 ▲ 29.4

▲ 0.7010月 107 5.9 255 ▲ 18.0 2.38

2.16 ▲ 1.17

892

9月 73 ▲ 24.0 208 ▲ 28.5

-

▲ 0.48

0.93

▲ 0.7 1.26

1.29512 661

▲ 0.40 0.90

▲ 0.56

12月 99 3.1 204 ▲ 18.1 2.06 ▲ 0.53

▲ 0.06 1.13 ▲ 0.06

0.88 ▲ 0.07 1.14 ▲ 0.06

▲ 0.06 1.12 ▲ 0.06

0.94 ▲ 0.03 1.10 ▲ 0.06

0.93 ▲ 0.08 1.17 ▲ 0.05

0.92 ▲ 0.05

▲ 0.53 0.92 ▲ 0.02 1.09 ▲ 0.04

▲ 0.46

▲ 0.45

▲ 21.7234

▲ 22.0 ▲ 0.42

1.75 ▲ 1.40 13.5 ▲ 23.5547 638 1.17

3.4

1.32

1.31

1.10 ▲ 0.042.85

41.11341月

▲ 0.42 30.5

12.1 251 ▲ 15.8

260 62.5 485 32.5 1.87 706

3月

2月

1.50 ▲ 0.50 32.6777 ▲ 0.38 0.89 ▲ 0.08 1.10 ▲ 0.061.4948

令和8年度

1.22

0.83 ▲ 0.07 1.02

167

4月 186 ▲ 5.6 306 ▲ 15.9 1.65 ▲ 0.20 ▲ 0.06

5月 112 3.7 260 ▲ 4.8 2.32 ▲ 0.21 637 10.0 761 ▲ 11.3 1.19 ▲ 0.29 0.81 ▲ 0.08 0.99 ▲ 0.06

651 9.2 789 ▲ 15.3 1.21 ▲ 0.35

▲ 0.04

8月  

6月 114 2.7 222 ▲ 20.1 1.95 ▲ 0.55 632 7.3 755 ▲ 14.5 1.19 ▲ 0.31 0.82 ▲ 0.07 1.01 ▲ 0.04

725 ▲ 8.2 1.32 ▲ 0.17 0.86 ▲ 0.07 1.05

9月      

7月 82 ▲ 10.9 283 1.1 3.45 0.41 548 3.4

     

     

    

  

   

11月  

10月      

    

 

    

  

 12月      

    

2月   

     

 

    

   

  

 

 

   

　求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、

注）学卒を除き、常用パートタイムを含む、＊は年度平均値

1月  

3月      

Ｐ３



　 　

1,197 1,225 ▲ 2.3 1,201 1,226 ▲ 2.0 14,642

12,033 12,328 ▲ 2.4 11,817 12,058 ▲ 2.0 142,632

9,584 9,837 ▲ 2.6 9,601 9,797 ▲ 2.0 116,440

1,638 1,619 1.2 1,622 1,601 1.3 19,418

811 872 ▲ 7.0 595 660 ▲ 9.8 6,774

138 178 ▲ 22.5 1,554 1,733 ▲ 10.3 2,599

77 128 ▲ 39.8 701 776 ▲ 9.7 1,441

8 14 ▲ 42.9 69 84 ▲ 17.9 149

53 36 47.2 784 873 ▲ 10.2 1,009

120 136 ▲ 11.8 777 881 ▲ 11.8 2,806

8 4 100.0 67 66 1.5 198

107 103 3.9 574 644 ▲ 10.9 1,501

12 17 ▲ 29.4 137 150 ▲ 8.7 319

1 16 ▲ 93.8 66 87 ▲ 24.1 986

26 32 ▲ 18.8 161 178 ▲ 9.6 433

140 158 ▲ 11.4 589 527 11.8 1,584

21,129 22,472 ▲ 6.0 77,495 64,917 19.4 200,555

12 11 9.1 107 89 20.2 191

26 16 62.5 109 81 34.6 182

5,199 3,946 31.8 25,075 19,227 30.4 42,980

3 4 ▲ 25.0 71 84 ▲ 15.5 835

4 6 ▲ 33.3 141 199 ▲ 29.1 875

914 1,302 ▲ 29.8 34,317 47,859 ▲ 28.3 190,591

27,242 27,720 ▲ 1.7 136,887 132,003 3.7 434,126

 

 支給金額 合計（千円）

※１ 「適用事業所数」「被保険者数」の累計及び前年度計は平均値を表示

 被保険者資格喪失件数

《 事業主都合 》

 一般被保険者

 高年齢被保険者

 短期特例被保険者

失
業
給
付
状
況

一
　
般

 受給資格決定件数

 受給者実人員

 支給金額（千円）

適
用
状
況

 月末現在適用事業所数

 月末現在被保険者数

※２ 「失業給付状況」において「一般」は一般求職者給付、「高年齢」は高年齢求職者給付、「短期特例」は特例一時金

　　　 をそれぞれ示す

当年
7月

前年
同月

当年度 前年度

高
年
齢

 受給資格決定件数

 受給者数

 支給金額（千円）

短
期
特
例

 受給資格決定件数

 受給者数

 支給金額（千円）

 短期特例被保険者

５ 雇用保険取扱状況 　

区分 
前年度計

前年比 同期比4-7月 4-7月 項目

 一般被保険者

 高年齢被保険者

 短期特例被保険者

 被保険者資格取得件数

 一般被保険者

 高年齢被保険者

Ｐ４



「女性活躍推進法」に基づく認定制度。一般事業主行動計画の策定・届け出を行った事業主のうち、

女性の活躍促進のための取組の実施状況が優良な企業を厚生労働大臣が「えるぼし認定企業」や

「プラチナえるぼし認定企業」として認定します。また、令和８年４月１日から、女性の健康支援に関

する基準を追加した新しい認定制度（「えるぼしプラス」「プラチナえるぼしプラス」）が創設されま

した。

えるぼし認定制度のメリット

事業主・事業主団体の皆さまへ

厚生労働省は、雇用管理の改善に取り組む事業主の皆さまを支援する３つの認定制度を設けています。

認定取得は、働きやすい職場環境の整備につながり、企業の魅力向上や人材確保・定着などに役立ち

ますので、ぜひご検討ください！

雇用環境・均等局

女性活躍推進法特集ページ 検 索

人 材 開 発 統 括 官

企業の人材確保・定着に役立つ

３つの認定制度のご案内
（えるぼし・くるみん・ユースエール）

厚生労働省は、雇用管理の改善に取り組む事業主の皆さまを支援する３つの認定制度を設けています。

認定を取得すると、働きやすい職場環境の整備につながり、企業の魅力向上や人材確保・定着などに

役立ちますので、ぜひご検討ください！

えるぼし認定制度 女性活躍推進

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる※

●公共調達で加点評価が得られる※ ※詳しくは裏面ご参照ください

両立支援のひろば 検 索

くるみん認定制度 子育てサポート

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる

●くるみん助成金（300人以下の企業）が受けられる

https://kuruminjosei.jp/

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる※

●公共調達で加点評価が得られる※ ※詳しくは裏面ご参照ください

若者雇用促進総合サイト 検 索

ユースエール認定制度 若者の採用・育成

「若者雇用促進法」に基づく認定制度。若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが

優良な中小企業を厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定します。

ユースエール認定制度のメリット

●ハローワーク等での重点的ＰＲの実施

●認定企業限定の就職面接会等に参加できる

●自社の商品、広告などに認定マークを使用できる

●日本政策金融公庫から低利融資が受けられる※

●公共調達で加点評価が得られる※ ※詳しくは裏面ご参照ください

●一部地方公共団体における優遇措置が受けられる

QR

リーフレットNo.６・LL080401開若01

「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定制度。一般事業主行動計画の策定・届出を行った事業主の

うち、計画に定めた目標を達成するなどの一定の基準を満たした企業を厚生労働大臣が「くるみん認定

企業」「プラチナくるみん認定企業」「トライくるみん認定企業」として認定します。また、不妊治療

と仕事との両立支援に取り組む企業を「くるみん認定」等にプラスして認定（プラス認定）します。

令和７年４月１日から、くるみん認定、プラチナくるみん認定基準等が改正され、くるみん、トライく

るみん認定等のマークも新しくなりました。

くるみん認定制度のメリット

https://kuruminjosei.jp/

